
 令 和 ７ 年 １ １ 月 １ ４ 日  
 総合政策局海外プロジェクト推進課 

 
海外プロジェクト案件形成等の情報提供依頼（RFI）を実施 

～「未来のプロジェクトを共に創る」海外案件形成に向けた情報提供依頼～ 
 

海外プロジェクトの案件形成に関する調査業務等の発注に向けた知見・技術情報を収集
するため、情報提供依頼（RFI）を実施します。 
 

国土交通省では、海外でのプロジェクトの実施に当たって日本の持つ技術の活用を進める
とともに、日本の建設関係企業の海外展開に関する提案力の強化等を通じて、相手国のニー
ズを踏まえた「懐に入る」対応の推進を行っているところです。 

今回その一環として、インフラ関連企業、建設会社・建設コンサルタントが海外において
行う案件形成等の活動を支援するため、プロジェクトの案件形成に向けた調査業務（プレ
F/S 段階と位置付けるイメージ）又は政府間での働きかけや官民ビジネスマッチングに資す
る技術の情報提供を依頼します。必要に応じて、ヒアリングを実施させて頂きます。 
 
〇募集テーマ 

１.プロジェクト案件形成に向けた調査業務 
２.現地での実証実験が必要な工法・技術 
３.相手国政府関係者や工事業者のニーズが期待できる日本が強みのある工法・技術 

 
〇募集期間 

令和７年１１月１４日（金）～ 令和７年１２月１０日（水）まで 
 
〇情報提供主体 
 各募集テーマに関する知見・技術を持った企業、業界団体等 
 
〇情報提供の方法 
 「応募様式」の「記載様式１」シートに必要事項を記入してください。 
 必要に応じて、補足説明資料（任意様式）も添付することも可能です。 

※PDF 形式で１５MB 程度 
 
〇提出先 
 情報提供資料の提出先は以下のとおりです。 
 ＜提出先＞hqt-kokusai-kikaku@ki.mlit.go.jp 
 

＜問合せ先＞ 
総合政策局海外プロジェクト推進課 西村、松尾 

電話 03-5253-8111（内線 25823、25819）、03-5253-8315（直通） 
メール hqt-kokusai-kikaku@ki.mlit.go.jp 



発出元 → 発出先
【機密性２】

作成日_作成担当課_用途_保存期間

様式１

国名 対象分野 件名
プロジェクトとして形成する場合の

主となる想定パッケージ
（無償、有償（STEP含））、O＆M、PPP

主に希望する形態 案件情報の概要 対象国において提案案件を取り巻く背景 対象国政府のニーズ プロジェクトとして実現した場合、本邦優位技術の適用など日本企業にが受注させる方法 関連プロジェクトの動向 日本政府関係者（JICAや大使館）の反応、現在のステータス 本件に関連する他国、国際機関等のドナーの動向 プロジェクト実施に向けて課題と考えられる点 備考 所属団体・会社名 部署名 氏名 担当者連絡先

ウクライナ 建設技術 ウクライナ復興での人的資源活用プロジェクト JICA無償資金協力 実証実験

日本における遠隔施工技術は、雲仙普賢岳の復旧工事以来、約３０年にわたって災害現場を中
心に活用されており、世界に先んじて技術が発展している。近年、複数の重機を遠く離れたオフィ
スから操作可能な遠隔施工のニーズが高まりを見せており、災害対応等で活用していた段階か
ら、遠隔施工を普段使いする段階に移行しているところである。
今回、安全な場所から建設重機を操作できる遠隔施工技術の導入を行うため、技術の紹介やビ
ジネスマッチングをおこなうものである。

2022年2月に始まったロシアによるウクライナ侵攻は、同国全土に深刻な被害をもたら
している。その影響は地域ごとに様相が異なっている。北部地域（キーウ等）では侵攻
初期の戦闘によって住宅地、病院などの民間施設が広範に破壊された。解放後も地雷
や不発弾の存在が住民の帰還を阻害し、長期的な安全保障上の課題となっている。
東部地域や南部地域（ハルキウ、ザポリージャ等）では、継続的な砲撃および地上戦に
より都市基盤が著しく破壊された。工業施設や住宅街の損壊が甚大であり、住民の大量
避難を招いている。北部地域ではすでに復旧作業や住民の帰還が始まっている一方、
東部・南部地域では、地域社会における労働力基盤が弱体化している。避難先からの
帰還は治安や生活基盤の不安定さゆえに進まず、復興に必要な人的資源が欠如して
いる。

東部地域において、現地での復興作業を進めるためには、安全な場所から施工を行うことができる機材
の導入が必要である。また、男性の働き手が不足する中、女性活躍や戦傷者の社会復帰のため、労働
環境の確保が必要となっている。

がれき処理等のプロジェクト発注において、施工条件として安全な場所から業務をおこなうことを明記す
ることにより、遠隔施工技術を活用したプロジェクトの受注につながる。

特になし
JICAの招聘事業において、日本の遠隔施工技術の視察を組み込む等、連携して遠隔施工技術の認知度向上に努めてい
る。

現段階で、ウクライナ政府に遠隔施工技術の売り込みをおこなっている他国の情報はない。 ウクライナへの渡航制限があるため、現地での人的ネットワークを作るために支障が発生。 ●●（株） ●●部●●課 ●●　●● xxxxxxxx＠xxxx.co.jp 記載例

提案者情報

記載様式1(一覧表）


